
提案事項 第１号 
 

合併の期日について 
 
新町の合併の期日は、平成  年  月  日とする。 

 
 平成 15年 2月 17日提案 

 
 
 
(参考)  合併の期日（県内における協議会の状況） 
 

協議会名 合併の期日 構成市町村名 

西伯町・会見町合併協議

会 
平成  年  月 日 西伯町、会見町 

西伯郡東部地域合併協議

会 
平成１７年 ３月１日 大山町、名和町、中山町 

東伯西部合併協議会 平成１６年 ９月 1日 赤碕町、東伯町 

東郷湖周地域合併協議会 平成１６年１０月 1日 東郷町、羽合町、泊村 

天神川流域合併協議会 平成１６年１０月 1日 
倉吉市、大栄町、北条町、三朝町 
関金町 

鳥取市ほか８町村合併協

議会 
平成１６年１０月１日 

鳥取市、国府町、福部村、河原町 
用瀬町、佐治村、鹿野町、気高町 
青谷町 

八頭東部任意合併協議会 平成  年 月  日 郡家町，船岡町、八東町、若桜町 

 



合併協議会スケジュール

協
議
会

協
議
会

協
議
会

協
議
会

協
議
会

協
議
会

協
議
会

協
議
会

協
議
会

協
議
会

協
議
会

協
議
会

協
議
会

協
議
会

協
議
会

報
告
報
告
報
告
報
告

報
告

※　まちづくり委員会は、必要に応じて開催回数を調整する。

　　　　　　　　　協　　議　　会
(新町発足まで必要に応じて開催)

①両町議会での合併議決⇒②県知事への合併申請
⇒③県との調整⇒④県議会へ付議・議決⇒⑤総務省へ
の届出⇒（約４０日）⇒⑥合併の告示⇒新町発足

合
併
特
例
法
適
用
期
限

課
題
及
び
調
整
方
針

課
題
・
調
整
方
針

課
題
・
調
整
方
針

検
討
・
協
議

課
題
・
調
整
方
針

検
討
・
協
議

検
討
・
協
議

課
題
・
調
整
方
針

新
町
建
設
計
画
決
定

課
題
・
調
整
方
針

6
月
7
月

2
月
3
月
4
月
5
月

12
月
1
月

14年度 15年度

10
月
11
月

9
月

5
月
6
月

2
月

公
募
締
切

3
月

日
程
・
概
況
資
料

4
月

第
一
回
↓
全
体
会
・
分
散
会

7
月

個
別
事
業
調
査
表

財
政
計
画
調
整

第
二
回
↓
両
町
探
訪
・
反
省

第
三
回
会
議
・
分
散
会

委
員
公
募

検
討
・
協
議

意
見
集
約

財
政
計
画

協議
項目
の調
整
(24項
目）

事
業
実
施
計
画

事
務
事
業
等
現
況
調
書

専
門
部
会
取
り
ま
と
め

課
題
・
調
整
方
針

課
題
・
調
整
方
針

課
題
・
調
整
方
針

全
般
事
項

合
併
協
議
会

新
町
建
設
計
画

第
四
回
会
議
・
分
散
会

第
三
回
素
案

課
題
・
調
整
方
針

新
町
建
設
計
画
案

住
民
説
明
会

課
題
・
調
整
方
針

8
月
9
月

ま
ち
づ
く
り
委
員
会
※

合
併
協
定
書
調
印
式

合
併
の
可
否
の
決
定

第
五
回
会
議
・
分
散
会

第
一
回
素
案

第
二
回
素
案

8
月

17年度

10
月
11
月
12
月

5
月

1
月

16年度

2
月
3
月
4
月



県議会
での議
決時期

定
例
会

定
例
会

定
例
会

合
併
協
定
書
調
印

臨
時
町
議
会
で
の
合
併
議
決

知
事
へ
の
合
併
申
請

県
議
会
へ
の
付
議

県
議
会
の
議
決

総
務
省
へ
の
届
出

こ
の
間
約
40
日

総
務
省
の
合
併
告
示

新
町
発
足

合
併
協
定
書
調
印

定
例
町
議
会
で
の
合
併
議
決

知
事
へ
の
合
併
申
請

県
議
会
へ
の
付
議

県
議
会
の
議
決

総
務
省
へ
の
届
出

こ
の
間
約
40
日

総
務
省
の
合
併
告
示

新
町
発
足

合
併
協
定
書
調
印

定
例
町
議
会
で
の
合
併
議
決

知
事
へ
の
合
併
申
請

県
議
会
へ
付
議

県
議
会
の
議
決

総
務
省
へ
の
届
出

こ
の
間
約
40
日

総
務
省
の
合
併
告
示

新
町
発
足

5
月

6月議会

9月議会

1
月
2
月
3
月
4
月

合併特例法適用期限

県議会での議決時期と法的手続きの流れについて
　年度・月

3
月
4
月
5
月
6
月
7
月
8
月

17年度

9
月
10
月
11
月
12
月

1５年度 1６年度

12月議会

摘要



協議事項 内容 現況 協議状況 調整方針

1 合併の方式 新設合併、編入合併 新設合併を想定して協議する方針 第1回協議会 H15.1.14

2 合併の期日 期日 合併特例法の適用を受けるためには、平成１７年３月３１日までに合併する必要がある。

3 新町の名称 名称 新設合併の場合、両町が廃止となるため、新町の名称の決定が必要

4 新町の事務所 町役場(主たる事務所)の位置 新町役場の位置の決定にあたっては、交通事情や他官公署との関係等について配慮する必要がある。

5 新町建設計画 新町の総合計画
新町建設計画は、住民に合併後のまちづくりに関する展望を示すマスタープランです。また、新町建設計画を
元に様々な財政措置が受けられます。

6 財産の取り扱い 庁舎、学校、町有地、基金、債権等
両町の所有する行政財産、普通財産はすべて新町に引き継ぐことが原則的な考えとなっており、公の施設に
ついても、引き続き新町の施設として設置していくか協議する必要がある

7
議会議員定数及
び任期の取扱

定数及び任期
西伯町16人、会見町12人。任期は両町とも平成19年4月。両町の廃止と同時に議員は原則として失職する
が、合併特例法により議員の定数特例または在任特例(最長２年の延伸)が認められている。

8
農業委員会委員
定数及び任期の
取扱

定数及び任期
選挙による西伯町の委員数は10人、任期は平成16年３月29日。会見町の委員数は10人、任期は
平成16年4月20日。合併特例法により、新設合併の場合、合併後１年に限り任期を延伸すること
ができる。

9
特別職の身分取
扱

町長、助役、教育長、非常勤特別職の人数、任
期、報酬等

新設合併の場合、原則としてその身分を失い、合併後に新たに選挙等を行う。なお、西伯町長の任期は平
成19年4月29日。会見町長の任期は平成16年6月10日。

10
一般職職員の身
分取扱

両町職員の身分 西伯町の職員数は３５０人、会見町は６６人。給与、役職等について調整を図る必要がある。

11
条例、規則等の
取扱

新町の条例、規則
新設合併の場合、合併町は廃止となるため、条例、規則は全て失効するので新町の条例、規則を定めておく
必要がある。編入合併の場合は編入される市町村の条例、規則は原則として失効し、編入する市町村の条
例、規則が適用される。

12
事務組織及び機
構

行政組織、機構 両町で課の構成、業務に差異があるため、新町の組織、機構については新たに定める必要がある

13
広域連合等の取
扱

鳥取県西部広域行政管理組合、南部箕蚊屋広
域連合等

西伯町と会見町は、ごみ処理、消防救急など同一の一部事務組合に所属している。合併によって法人格は
消滅するため、一部事務組合の構成市町村と話し合いを行い、調整する必要がある。

14 地方税の取扱 住民税、固定資産税、軽自動車税等 両町とも税率は同じ。

15
使用料、手数料
の取扱

水道料金、下水道料金、手数料
会見町は上水道、公共下水道がなく、簡易水道と農業集落排水。簡易水道使用料、農業集落排水使用料共
に、会見町の方が安い。

16
補助金、交付金
等の取扱

老人クラブ、子ども会補助金等
各種団体に交付している補助金・交付金は、合併に際して制度の調整が必要となる。新町の振興にどのよう
に有効となるかを明確にし、財政状況等を考えて決定する必要がある。

17 字名の取扱 同一の町、字名が存在する場合の調整 同一字名は存在しない。西伯町は大字があるが、会見町は大字がない。

18
公共的団体の取
扱

商工会、区長会、社会福祉協議会等
社会福祉協議会は1市町村に1つと法律によって定められているため、合併時に統合しなければならない。そ
の他の団体についても、各団体の実情を尊重しながら、新町の一体性を高めるために調整を進める必要が
ある。

19
慣行の取扱につ
いて

町章、町民憲章、行事、町の花木
西伯町の町花は「桜」、会見町の町花は「梅」。新町の一体性の確保という観点から、統一できるものは早急
に統一することが必要であり、公募などを含めて検討する必要がある。

20
国民健康保険事
業の取扱

国民健康保険税の賦課方式、税率、納期など 保険税は、西伯町、会見町で、それぞれ税率が異なる。合併特例法により不均一課税をすることができる。

21
介護保険事業の
取扱

介護保険事業の運営方法、介護保険料、納期
など

介護保険事業は、西伯町、会見町とも南部箕蚊屋広域連合で行っている。

22 消防団の取扱 消防団
西伯町消防団は、４分団で定数が101人、会見町は４分団で定数が　60人。分団の編成と定数を調整する必
要がある。

23
各種事務事業の
取扱

防災行政無線、図書館、公民館、福祉業務等 別紙のとおり

24 その他

基本方針提案日 基本方針確認日



提案事項 第２号 
 

新町の名称について 
 
新町の名称について公募により、次のとおり募集する。 
                       
１．名前のイメージ 
地域の特性や歴史･文化にちなんだもの 
住民の理想や願いにちなんだもの 
将来のイメージを表すもの 
全国にアピールできる名前など 
 
２．募集期間  平成１５年３月１０日から平成１５年４月３０日まで 
 
３．応募資格 
 (１) 西伯町及び会見町内の住民 
 (２) 西伯町及び会見町内に事務所又は事業所のある方 
 (３) 西伯町及び会見町内の事務所又は事業所の勤務者 
 (４) 西伯町及び会見町の出身者 
 
４．応募方法 
 一人 1点とし、郵便、ファックス、電子メールによる。 
漢字、ひらがな、カタカナのいずれかで、アルファベット及び算用数字は使えない。 
採用者には記念品贈呈(応募多数の場合は抽選とする) 
 
５．募集方法 
 広報、協議会だより、新聞掲載、ホームページなどを活用する。 
 
６．決定方法及び時期 
 応募状況等勘案のうえ、協議会で協議決定する。 

 
 

 平成 15年 2月 17日提案 



新しい町の名前を募集します あ 

さ い は く 町 

        み 

        町の名前募集 
西伯町・会見町合併協議会では、合併により新しく発足する新町の

名前を募集します。 
○ 新町の名前は 
① 地域の特徴を表し、歴史や文化にちなんだもの、住民の理想や願いにちな
んだもの、新町の将来をイメージさせるもの、全国にアピールできる名前

など自由な発想でつけてください。 
② 漢字、ひらがな、カタカナのいずれかで、アルファベットおよび算用数字
は使えません。 

○ 募集期間 平成１５年３月１０日（月）から平成１５年４月３０日（水）ま

で 
○ 応募資格 西伯町及び会見町内に住所のある方及び出身者、事業所等のある  
             方及び勤務されている方に限ります。 
○ 応募方法 郵便、ＦＡＸ、およびメール等で、一人一点に限ります。 
○ あて先･問合せ  西伯町･会見町合併協議会 事務局（合併推進室）まで 
          〒６８３－０２０１ 
          鳥取県西伯郡会見町天萬 558番地（会見町役場内） 
          TEL0859-48-3375、FAX48-3376, E ﾒｰﾙ        
※ 採用者には記念品を贈呈します。(応募多数のときは、抽選とします) 
 

応  募  形  式 
①新しい町のなまえ          町 
②よみ方                   
③つけた理由               
                     
④あなたの氏 名                   
     住 所                   
    郵便番号         
電話番号        ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ         



提案事項 第３号 
 

新町の事務所の位置について 
 

合併期日の一年前を目標に決めることとする。 
 

 平成 15年 2月 17日提案 
 
 
（参考理由） 
１．新庁舎を建設した場合、多大の経費が必要。 
２．既存の庁舎を活用するためには、分庁方式も視野に入れ検討。 
３．合併前よりも住民サービスが低下しないよう配慮が必要。 
４．まちづくり計画に反映するためには、早期の段階での判断が必要。 
５．電算処理業務の一元化等の事前作業には、約 1年の準備期間が必要。 
６．小委員会を設置し検討する。 
７．その他 



提案事項 第４号 
 

新町の議会議員の定数および任期の取扱について 
 
新町の議会議員の定数および任期の取扱について、次のとおりとする。 
 
１．合併特例法による特例は、適用（ しない・する ）ものとする。 
 
２．定数については、今後協議する。 

 
 

 平成 15年 2月 17日提案 
 
 

(参考) 西伯町・会見町合併時における議会議員の身分等の取り扱いについて 
 
 
区

分 
現在の議員の任期 新町の議員定数 合併時の選挙 発足時の議

員の任期 
原 
   

則 

合併の前日まで 
（ 合併の日に自動的
に身分を失う。） 

法定数(22)以内で新町の条例
で定める。 

新町発足後、50
日以内に実施 
＝設置選挙 

設置選挙の

日から 4 年
間。 
 

 
在

任 
特

例 

合併の日から最長 2
年の範囲で延伸。 
（合併前に協議で決

定。） 
 

① 任期延伸中は、現に在任し

ている議員数を定数とみ

なす。 
② 次に行う選挙以降は、法

定数（22）以内で新町の条
例で定める。 

旧町の議員が

身分を保有 
＝選挙なし 

延伸された期

間内。 
 

 
定

数 
特

例 

合併の前日まで 
（ 合併の日に自動的
に身分を失う。） 

① 最初の１期のみ、法定数

の２倍(44)以内で新町の
条例で定める。 
② ①の任期満了後の定数

は、法定数(22)以内で新
町の条例で定める。 

新町発足後、50
日以内に実施 
＝設置選挙 

設置選挙の

日から 4 年
間。 
 

 



提案事項 第５号 
 

新町の農業委員の定数および任期の取扱について 
 
新町の農業委員の定数および任期の取扱については、次のとおりとする。 
 
小委員会を設置し協議する。 
  

 
 平成 15年 2月 17日提案 



西伯町・会見町の新設合併における農業委員会委員の取り扱い 
 
１ 新設合併時における農業委員会委員に関する原則 
・ 新設合併とは、従前の町を廃して新たな町を作る法手続き。 
・ 従って、旧来の町が廃される日＝合併の日を以って旧町の委員会は消滅し、委員の身分も喪失。 
・ 同時に、新町の委員会自体は合併の日に設置されたこととなるが、委員は未定の状態となる。 
・ なお、2以上の農業委員会を置く特則は、基準（町の面積が２万４千ヘクタール超又は農地面積が７千ヘクタ
ール超）を満たさないため、適用されない。 
・  新町での選挙等は次のとおり 

（１）  選挙による委員 

① 定数は10人以上20人以内で、条例により定めることとなる。（農地面積１千３百ｈa以下の区分） 
② 合わせて町長は、次の条件の下、知事の承認を得て条例で選挙区を設けることができる。 
ア 選挙区ごとの委員定数は、選挙人の数に比例させなければならない。 
イ いずれの選挙区も、面積が500ヘクタール以上か、基準農業者数が600以上なければならない。 

③ 新町の発足後50日以内に選挙による委員の選挙(設置選挙)を行う。 
 
（２） 選任による委員 
新町の議会又は農協の推薦に基づき、新町の長が選任する。 
したがって、新町の議会及び長の選挙が執行され選任行為が行われるまでは、委員は不在となる。 
なお、議会の推薦による委員の数は、5人以内、農協の推薦による委員の数は1人である。 
 

２ 合併特例法による特例措置  
 合併前の旧町の協議により、合併の日から1年以内で、旧町の委員を在任させることができる。(在任特例) 
 なお、在任特例期間後は、委員定数等を定めた条例の規定に従って一般選挙(従来の任期満了選挙と同様)を行う。 

 
（参考） 
１ 任期                 ２ 報酬月額           (単位:百円) 
区 分 任期満了の日 区 分 会 長 職務代理 委 員 
西伯町 平成１６年３月２９日 西伯町 ４１３ ３２０ ２６７ 
会見町 平成１６年４月２０日 

 

会見町 ３９７ ３０８ ２５７ 
      
３ 定数 

  

 

選挙による委員 選任による委員 
西伯町 会見町 計又は新町 

 
区   
     
    分 

西 
伯 
町 

会 
見 
町 

計 
又は 
新町 
農

協 
議

会 計 農
協 
議

会 計 農 
協 
議 
会 計 

総計 

①現行 10 10 20 １ 3 4 1 3 4 2 6 8 28 
②合併後法定数 10～20 1 １～5 １～6 16～26 
③合併後定数 

 
?? 

 
1   ?  ? ?? 

４ 農地及び農家戸数 
区 分 農地面積（ｈa） 農家戸数（戸） 
西伯町 ６１１ ９４０ 
会見町 ６２５ ５５０ 
合 計 １，２３６ １，４９０ 

 



提案事項 第６号 
 

新町の特別職の身分の取扱について 
 
新町の特別職の身分の取扱について、別紙のとおりとする。 
 

 
 平成 15年 2月 17日提案 



 
2町の施策の調整方針について（総務部会 特別職の身分の取り扱いについて） 

現       況 項   目 

西  伯  町 会  見  町 

課   題 調整方針 

 
 

  

１･町長     地方自治法 
         (知事及び市町村長) 
         第 139条 第 2項 市町村に市町村長を置く｡ 

 町長 
新町発足の日後 50 日以内に選挙により町長を
選任する｡それまでの間は町長職務執行者が職

務を行う｡ 

２･助役     地方自治法 
        （副知事･助役の設置及びその定数） 
         第 1６1条 第 2項 市町村に助役１人を置く｡但し、条例でこれを置かないことができる｡ 

 助役 
新町長が議会の同意を得たうえで選任する｡そ

れまでの間は町長職務執行者が職務を行う｡ 
 

３･収入役    地方自治法 
        (出納長･副出納長･収入役及び副収入役) 
         第 168 条 第 2 項 市町村に収入役１人を置く｡但し、町村は、条例で収入役を置かず町村長又は助役をしてそ

の事務を兼掌させることができる｡ 

 西伯町に収入役を置かない条例 
収入役を置かない 
収入役の事務は、助役が兼掌 

 

会見町に収入役を置かない条例 
 収入役を置かない 
 収入役の事務は、助役が兼掌 
 助役に事故があるとき、又は欠けたときは、収入役の事務は町長

が兼掌する。 

両町とも、収入役を置

いていない。 
収入役 
 
 
 
 

４･教育長    地方教育行政の組織及び運営に関する法律 
         (教育長) 
         第 16条 教育委員会に、教育長を置く｡ 

 教育長 
新町長が議会の同意を得たうえで教育委員を任 
命し、教育長を定める｡それまでの間は、旧町の 
教育委員から５人を新町の委員として臨時に選 
定し、その中から互選により教育長を定める｡ 



５ ･常勤の

特別職の任

期及び報酬

等 

           （括弧書は条例本則） 

職名 任期 報酬額 

町長 19. 4.29 780,000(810,000)円 

助役 15. 5.25 624,000(649,000)円 

教育長 16.12.27 585,000(608,000)円 

期末手当 
 給料月額×120/100 に相当する額に給与条例の適用を
受ける職員の例による割合を乗じて得た額 
旅費 
 鉄道賃 県内 普通旅客運賃 
     県外 普通旅客運賃及び特別船室料金並びに

座席指定料金 
 日当 1日につき 2,6 00円 
 宿泊料 1夜につき 
    県内 11,800円 
    県外 13,100円 
 食卓料 1夜につき 2,600円 
 その他の費用 一般職に準ずる 

 
職名 任期 報酬額 

町長 16. 6.10 780,000円 

助役 18. 3.31 624,000円 

教育長 17. 9.30 585,000円 

期末手当 
 給料月額×120/100 に相当する額を期末手当基礎額と
し、これに給与条例の適用を受ける職員の例による割合

を乗じて得た額 
旅費 
 鉄道賃 県内 普通旅客運賃 
     県外 普通旅客運賃及び特別船室料金並びに

座席指定料金 
 日当 1日につき 2､200円 
 宿泊料 1夜につき 
    県内  9､800円 
    県外  10,900円 
 食卓料 1夜につき 2,2 00円 
 その他の費用 一般職に準ずる 

 任期は、各法令の定めるところによる｡ 
報酬、旅費の額は、西部町村会報酬等審議会で

決定したものの例によることとする｡ 



新設合併における各種行政委員会の取り扱い 
 
１ 新設合併時における各種行政委員会に関する原則 
・ 新設合併とは、従前の町を廃して新たな町を作る法手続き。 
・ 従って、旧来の町が廃される日＝合併の日を以って各種委員会も存立根拠を失い、委員の身分も喪失。 
・ しかしながら、選挙管理・教育・固定資産評価審査の３委員会については、合併時においても間断なく事務を

行う必要があることから、暫定委員会の設置が法定されている。 
 
２ 各行政委員会の暫定選任等 
 
（１）選挙管理委員会委員(地方自治法施行令第4条)  
 ①旧町で選挙管理委員会委員であった者が互選により暫定委員となるべき者を決める。 
  なお、互選を行う場所･日時は、新町の長の職務を行なう者が定めることとなる。 
②暫定委員は、新町の最初の議会で委員の選任の手続きが行われるまで職務を行う。 
  
（２）教育委員会委員（地方教育行政の組織及び運営に関する法律施行令第18条) 
① 長の職務を行なう者が、旧町で教育委員であった者の中から選任する。 
② 委員長は、選任された暫定委員の互選で決定する。 
③ 選任された委員は、町長選挙後最初に召集される議会の会期まで職務を行う。 
  
（３）固定資産評価審査委員(地方税法第４２３条第8項)  
① 町長選挙が行われるまでの間 
長の職務を行なう者が、旧町で委員であった者の中から選任することができる。 
② 町長選挙が行われ、新町長が決定した後、最初の議会で同意を得て選任するまでの間 
  町長が、旧町で委員であった者の中から選任することができる。 
 
（参考） 
１ 任期 
区 分 選 挙 教 育 固定資産 
 
 
西伯町 

 
 
H１７． ６．２３ 

H１５． ９．３０ 
H１６．１０． １ 
H１６．１２．２７ 
H１７． ９．３０ 
H１８．１０．１１ 

H１５． ６．３０ 
H１６． ５．２３ 
H１７． ５．２３ 

 
 
会見町 

 
 
Ｈ１８． ４．２４ 

H１６．１０． ９ 
H１６．１０．１１ 
H１７． ９．３０ 
H１７．１２．３１ 
H１８． ９．３０ 

 
 
Ｈ１６． ３．３１ 

  
２ 報酬月額 
                         (単位:百円) 

選管(日額) 教育(月額) 区  
  分 委員長 委 員 委員長 委 員 

固定資産 
(日額) 

西伯町 ５６ ５４ ４１３ ２６７   ５４ 
会見町  ５４ ５２ ３９７ ２５７   ５２ 

     



提案事項 第７号 
 

両町の各種施策に関する調整方針の考え方について 
 
両町の各種施策に関する調整方針の考え方については、別紙のとおりとする。 
 

 
 平成 15年 2月 17日提案 



提案事項 第７号 資料：１．基本方針の検討事項（比較表） 

西伯町･会見町合併協議会 東郷湖周地域合併協議会 天神川流域合併協議会 

② 住民福祉の向上の原則 
住民サービス及び住民福祉の向

上に努める 

③ 負担公平の原則 
負担公平の原則に立ち、行政格差

を生じないように努める。 
( 各種使用料、手数料や税率等格
差を生じないよう調整) 
 

 ①３町村は従来からそれぞ

れ特色ある施策に取り組み、

地域の活性化や住民福祉の

充実を図ってきた。合併する

際には３町村のそれぞれよ

いところを生かすため、住民

サービスは良いほうに、住民

の負担は低いほうに調整す

ることを原則とする。 

④ 健全な財政の原則 
新市において健全な財政運営に

努める。 
 

 ②合併年度あるいは合併翌

年度に制度の統一をするこ

とを原則とするが、３町村の

各種施策や地域環境からし

て、統一が難しい課題に関し

ては、時間をかけて調整する

こととする。 

① 一体性の確保の原則 
新市に移行する際、住民の生活に

支障のないよう、速やかな一体性

の確保に努める。(住民票や各種
証明書の発行、福祉・保健サービ

ス等を調整 

 ③これまでの行政運営にお

ける基本方針や、国・県を中

心とした関係行政機関等と

の協定内容は、原則として引

き継ぐものとする。 

 ④合併前のハード事業整備

については３町村それぞれ 
が広域的なまちづくりの観

点で総合的に企画調整する

こととする。 

⑤ 行政改革推進の原則 
行政改革の観点から事務事業の

見直しに努める。 
(スクラップ・アンド・ビルドの
視点で事務事業を調整) 
 

 



提案事項 第７号 資料：２．協定項目にかかる調整方針の考え方について(比較表) 

西伯町･会見町合併協議会 東郷湖周地域合併協議会 天神川流域合併協議会 

① 現行のまま新市に引き継

ぐもの。 
 

 

「○○町（村）の例による。」 
新町発足の日から新町にお

いて施行する事項で、合併協

議会及び３町村で具体的な

調整を行った結果、３町村の

いずれかの例によることと

なった場合の表現。 

 
② 合併時に一元化（統合･再

編）で調整をするもの。 
合併と同時に新市の市長職務

執行者の専決処分により即時

制定し、施行させるもの。 
 
 
③ 合併後に一元化（統合･再

編）で調整をするもの。 
新市の議会で逐次制定し、施

行させるもの。 
 

 

「合併時に調整する。」 
新町発足の日から新町にお

いて施行する事項であるが、 
合併の直前（１年間程度前）

の各町村の状況や国、県等か

らの助言などを勘案する必

要があるため、合併の是非決

定後又は合併の方向が明確

になった後に、合併協議会及

び３町村で具体的な調整を

行うこととなる場合の表現。 
 
④ 合併時に廃止の方向で調

整するもの。 
合併と同時に関係市町の法人

格が消滅し、自動的に廃止さ

せるもの。 
 

 

「新町において調整する」 
新町発足から当面の間は、３

町村のそれぞれの制度をそ

れぞれの区域に適用し、いず

れの時点で、統一した制度を

制定するのか、そのまま３町

村（旧町村）それぞれの制度

を適用するのかについて、新

町が具体的な調整を行うこ

ととなる場合、ならびに新町

発足から速やかに統一した

制度を制定すべき事項では

あるが新町が新町の状況を

見ながら具体的な調整を行

う必要がある場合、の表現。 

⑤ 合併後に廃止の方向で調

整するもの。 
新市に引継ぎ暫定的に施行す

るが、その後新市の議会で逐

次廃止させるもの。 



 ※ 上記のほか、一般的な表

現は次のとおり 
○ 「現行のとおりとす

る」：３町村の取扱が全

く同じで、新町も同じ取

扱いとする場合などの

表現 
○ 調整方針欄に、調整後の

施策内容をそのまま明

記 
（例） 
○○は新町発足の日に統合 
する。 
新町において新たに○○を 
設置する。 
新町において新たに○○を 
作成する。 

 



７．その他   
 

両町をひとつにした取り組みについて 

 

西伯町及び会見町の合併に向けて、今後の交流促進を図ることを目的に次の取組みを行

うこととする。 

 
１．行事、イベント等を両町の広報媒体で周知させる。 
具体的な方法････防災行政無線、広報紙等 

 
２．各種行事イベント等の企画、開催は、両町を視野において検討する。 
 
３．各級団体及び組織等の連絡会議、交流会などの開催 
 
４．既設団体等の積極的交流 
 
５．その他必要事項 
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